
 

 

 

令和６年度 税理士試験 

法人税法 ラストスパート模試 
 

 

 

<答案用紙> 

 

 

 

 

 

 

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配付されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＡ４サイズです。 

3．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ（https://www.net-school.co.jp/）にアクセスしてください。 

4．答案の採点は、模範解答をもとに各自で行ってください。 

 

(禁無断転載) 

第
１
予
想(

答
案
用
紙) 



Ｚ－74－Ｄ ラストスパート模試 第１予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－1－ 

問１ 

⑴（10点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－2 － 

⑵  

10点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－3 － 

３0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－4 － 

問２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－5 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



Ｚ－74－Ｄ ラストスパート模試 第１予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－6 － 

純資産の部、利益積立金額及び資本金等の額に関する事項 

問１ 

別表四における税務調整の必要

はあるか 
判 断 の 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産に関する事項 

 問２ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－7 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  貸倒引当金に関する事項 

  問３ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－8 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有価証券・受取配当等に関する事項 

  問４ 

みなし配当金の金額 計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－9 － 

  問５ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  問６ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－10 － 

  問７ 

税務上調整すべき金額 
（加算・減算の別及び 
留保・流出の別） 

計 算 過 程 

  

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第１予想 答案－11 － 

  

 問８ 

試験研究費の特別控除額 計 算 過 程 

  

     



 

 

 

令和６年度 税理士試験 

法人税法 ラストスパート模試 
 

 

 

<答案用紙> 

 

 

 

 

 

 

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配付されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＡ４サイズです。 

3．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ（https://www.net-school.co.jp/）にアクセスしてください。 

4．答案の採点は、模範解答をもとに各自で行ってください。 

 

(禁無断転載) 

第
２
予
想(

答
案
用
紙) 



Ｚ－74－Ｄ ラストスパート模試 第２予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－1－ 

問１    
⑴（10点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－2 － 

事実

関係 
損金算入額とその理由 

１ 

損金算入されない  

過剰生産による時価の下落は物損等の事実に該当しないため 

 

  

 

  

２ 

損金算入される 

災害による商品の著しい損傷は物損等の事実に該当し、評価換えにより、損金経

理によりその帳簿価額を減額しているため 

 

 

 

 

 

３ 

損金算入されない 

時価が著しく下落（有価証券の当期末における価額がその時の帳簿価額のおおむ

ね 50％相当額を下回ること）していないため、ただし、売買目的有価証券であ

る場合は損金算入 

 

 

 

 

４ 

損金算入されない 

旧式化による陳腐化は物損等の事実に該当せず、減価償却により損金算入すべき

ものであるため 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－3 － 

問２ 

設問１0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問２0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－4 － 

設問３0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問４0点） 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｚ－74－Ｄ ラストスパート模試 第２予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－5 － 

損益計算書(原案)に対する当期純利益の額の修正                     (単位：円) 

内          容 加 減 調   整   額 

損益計算書(原案)の「当期純利益」 ＋ 3 0 9 , 1 8 0 , 0 0 0 

確 定 分 計 上 未 払 法 人 税 額 － ★           200,000,000 

完 成 工 事 高 の 追 加 計 上 ＋ ★            925,000,000 

完 成 工 事 原 価 の 追 加 計 上 － ★           700,000,000 

土 地 不 動 産 取 得 税 費 用 振 替 － ★            3,360,000 

建 物 不 動 産 取 得 税 費 用 振 替 － ★            1,960,000 

土 地 圧 縮 記 帳 額 の 減 額 修 正 ＋ ★            12,480,000 

建 物 圧 縮 記 帳 額 の 増 額 修 正 － ★            11,450,000 

値 引 雑 収 入 の 計 上 ＋ ★            12,291,000 

建 物 減 価 償 却 費 計 上 － ★             1,064,525 

械 装 置 Ｃ 減 価 償 却 費 計 上 － ★             5,609,422 

械 装 置 Ｄ 減 価 償 却 費 計 上 － ★               666,666 

器 具 備 品 Ｅ 資 産 計 上 ＋ ★               302,000 

器 具 備 品 Ｅ 減 価 償 却 費 計 上 － ★               100,566 

その他の減価償却資産減価償却費計上 － ★            16,700,000 

前 受 収 益 計 上 － ★               260,000 

前 払 収 益 計 上 ＋ ★               375,000 

貸 倒 損 失 計 上 － ★            21,000,000 

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 計 上 － ★            14,000,000 

一 括 貸 倒 引 当 金 繰 入 計 上 － ★            10,396,716 

有 価 証 券 譲 渡 益 減 額 修 正 － ★               900,000 

有 価 証 券 評 価 損 計 上 － ★             5,400,000 

役 員 退 職 給 与 計 上 － ★            30,000,000 

前 払 交 際 費 資 産 計 上 ＋ ★               300,000 

   

   

修正後の「当期純利益」  553,041,217



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－6 － 

Ⅱ 損益計算書記入事項の計算過程 

工 
 

 
 

 
 

 
 

事 

 

 

交 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－7 － 

     

減

価

償

却

等 

 ⑴ 建 物 

   43,450,000×0.042×
７

12
＝1,064,525円  

 ⑵ 機械装置Ｃ 

  ① 簿価減額 

    25,500,000×
85,000,000－40,970,000

85,000,000
＝13,209,000円 

  ② 雑収入 

    25,500,000－13,209,000＝12,291,000円 

  ③ 償却限度額 

    (85,000,000－40,970,000－13,209,000)×0.182＝5,609,422円≧（85,000,000－25,500,000）

×0.05992＝3,595,200円 

  ∴ 5,609,422円  

 ⑶ 機械装置Ｄ 

   50,000,000×0.200＝1,000,000円≧50,000,000×0.06552＝3,276,000円   

∴ 1,000,000×
８

12
＝666,666円  

 ⑷ 器具備品Ｅ 

   (299,000＋3,000)×0.333＝100,566円≧(299,000＋3,000)×0.09911＝29,931円 

   ∴ 100,566×
12

12
＝100,566円  

 ⑸ 償却限度額合計 

   ⑴＋⑵③＋⑶＋⑷＋16,700,000（その他のもの）＝24,141,179円 

 

＜参考仕訳＞ 

（未 払 金） 25,500,000円  （機 械 装 置 Ｃ） 13,209,000円 

                      （雑 収 入） 12,291,000円 

（器 具 備 品 Ｅ）   302,000円  （その他の販売費及び一般管理費）   299,000円 

                      （その他の販売費及び一般管理費）    3,000円 

（減 価 償 却 費）  24,141,179円  （建 物）  1,064,525円 

                      （機 械 装 置 Ｃ）   5,609,422円 

                      （機 械 装 置 Ｄ）   666,666円 

                      （器 具 備 品 Ｅ）   100,566円 

                      （その他の減価償却資産）  16,700,000円 
 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－8 － 

外

貨

建

資

産

等 

 ⑴ 前受収益 

   360,000ドル×（106－105）＝360,000円  ∴ 360,000－360,000×
10

36
＝260,000円  

 ⑵ 前払費用 

500,000ドル×(105－104)＝500,000円  ∴ 500,000－500,000×
５

20
＝375,000円  

＜参考仕訳＞ 

益）  375,000円 

 

貸

倒

引

当

金

等 

１．貸倒損失（Ｉ社） 

  70,000,000×30％＝21,000,000円 

２．個別評価金銭債権（Ｉ社） 

  70,000,000×70％－7,000,000×５＝14,000,000円  

３．一括評価金銭債権 

 ⑴ 期末一括評価金銭債権 

   (192,000,000 ＋ 925,000,000 － 70,000,000) ＋ 560,000,000 ＋ 90,000,000 ＋ 1,000,000 ＋

40,000,000＝1,738,000,000円 ★ 

⑵ 貸倒実績率 

(13,200,000＋5,700,000＋6,300,000)×
12

36
 

(2,290,000,000＋1,846,000,000＋2,030,000,000)÷3
＝0.004086… → 0.0041★（小数点以下

４位未満切上） 

⑶ 実質的に債権とみられない金額 

① 原則法 

Ｋ 社  130,000,000円＞10,000,000円  ∴ 10,000,000円 ★ 

② 簡便法 

1,738,000,000×※0.003＝5,214,000円 

※ 0.00350 → 0.003（小数点以下３位未満切捨） 

③ ①＞② ∴ 5,214,000円 

⑷ 繰入限度額 

① 1,738,000,000×0.0041＝7,125,800円  

② (1,738,000,000－5,214, 

＜参考仕訳＞ 

 （貸 倒 引 当 金）  14,000,000円 

（貸 倒 引 当 金 繰 入）  10,396,716円  （貸 倒 引 当 金） 10,396,7160円 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－9 － 

有

価

証

券 

Ｌ株式 

 ⑴ 譲渡損益修正 

  ① 税務上譲渡益 

    950×30,000－※825×30,000＝3,750,000円   

※ 
840×100,000＋795×50,000

100,000＋50,000
＝825円 

  ② 修 正 

    4,650,000－①＝900,000円 

 ⑵ 評価損 

   (825－780)×120,000＝5,400,000円 

    

 

＜参考仕訳＞ 

（有 価 証 券 譲 渡 益）   900,000円  （Ｌ 株 式）   900,000円 

（有 価 証 券 評 価 損）  5,400,000円  （Ｌ 株 式）  5,400,000円 

仮

払

金 

繰延資産（市道用地） 

 6,000,000×
10

※６×12
＝838,888円   

※ 15×
４

10
＝６年 

 

＜参考仕訳＞ 

（繰 延 資 産）   6,000,000円  （仮 払 金）   6,000,000円 

（繰 延 資 産 償 却 費）    838,888円  （繰 延 資 産）    838,888円 

（役 員 退 職 給 与）  30,000,000円  （仮 払 金）  30,000,000円 

交

際

費

等 
 

＜参考仕訳＞ 

（前 払 交 際 費）   300,000円  （交 際 費）   300,000円 

寄

附

金 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－10 － 

 所得金額の計算 

区        分 金    額 計    算    過    程 

会 社 計 上 当 期 純 利 益 553,041,217円
 ［租税公課］ 

 損金経理附帯税等  400,000＋33,400＝

433,400円 

［交際費等］ 

 ⑴ 支出交際費等の額 

  ① 接待飲食費 

    1,800,000円 

  ② ①以外 

    100,000＋4,300,000＋7,500,000＋

2,100,000－1,800,000 

＝12,200,000円 

  ③ ①＋②＝12,200,000円  

 ⑵ 損金算入限度 

  ① 接待飲食費基準 

    1,800,000×50％＝900,000円 ★ 

  ② 定額控除限度額 

⑴ ＞ 8,000,000 ×
12

12
＝ 8,000,000 円

∴ 8,000,000円 

  ③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

 ⑶ 損金不算入 

   ⑴－⑵＝4,200,000円 

 

加

算

損 金 経 理 法 人 税 

損 金 経 理 地 方 法 人 税 

損 金 経 理 住 民 税 

損 金 経 理 納 税 充 当 金 

損 金 経 理 附 帯 税 等 

役 員 給 与 損 金 不 算 入 額 

未 払 交 際 費 否 認 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 

仮 払 寄 附 金 消 却 否 認 

未 払 寄 附 金 否 認 

 
 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

180,000,000 

7,920,000 

27,000,000 

200,000,000 

433,400 

50,000 

340,000 

4,200,000 

200,000 

1,200,000 

 

小 計 
 

421,343,400 
 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－11 － 

減

算

納 税 充 当 金 支 出 事 業 税 等 

減 価 償 却 超 過 額 認 容 

特 別 償 却 準 備 金 認 定 損 

貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 認 容 

Ｌ 株 式 評 価 益 計 上 も れ 認 容 

受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

 

 

62,320,000 

760,000 

15,000,000 

2,588,000 

1,000,000 

120,000 

 

 ［特別償却準備金］ 

 機 械 装 置 Ｅ   50,000,000 × 30 ％ ＝

15,000,000円 

［貸倒引当金］ 

 繰 入 超 過 額 認 容   12,000,000 －

9,412,000＝2,588,000円 

［受取配当等］ 

 ⑴ 配当等の額 

   600,000円 

 ⑵ 益金不算入 

   600,000×20％＝120,000円 

 

小 計 
 

81,788,000 
 

仮 計 892,596,617 
 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－12 － 

 

 

 

法 人 税 額 控 除 所 得 税 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45,445 

 

 

 

 

 

 

 

 

［寄附金］ 

 ⑴ 支出寄附金（内訳） 

  ① 指定寄附金等   400,000円 

  ② 一般寄附金  500,000＋1,000,000＝

1,500,000円 

  ③ 合 計  ①＋②＝1,900,000円 

 ⑵ 一般損金算入限度（算式★） 

  ① 資本基準 

    120,000,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝300,000円 

  ② 所得基準 

    (592,596,617 ＋ 1,900,000) ×
2.5

100
＝

22,362,415円 

  ③ (①＋②)×
１

２
＝11,331,207円 

 ⑶ 損金不算入 

   ⑴③－⑴①－⑵＝△9,231,207 → ０ 

［所得税］ 

 株式・出資（
３

12
＜
１

２
  ∴ 簡便法有利） 

 90,890×

０＋(100,000－０)×
１

２

100,000
(0.5)＝45,445円 

 

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計 892,642,062 

 

所 得 金 額 892,642,062 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第２予想 答案－13 － 

Ⅳ 納付すべき法人税額の計算 

区      分 金    額 計    算    過    程 

所 得 金 額 892,642,000円  

同
上
の
内
訳 

年800万円以下の金額 ①  8,000,000 

 

年800万円超の金額 ② 884,642,000 

税 
 

額 

① ×  15  ％  1,200,000 

② ×  23.2 ％ 205,236,944 

税 額 計 206,436,944 

 

 

 

差 引 法 人 税 額 

 

 

 

 

 

206,436,944 

 

 

法 人 税 額 計 

 

控 除 所 得 税 額 

 

 

 

 

★ 

 

 

206,436,944 

 

45,445 

 

 

差引所得に対する法人税額  206,391,400  

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 ★ 180,000,000 
 

納 付 す べ き 法 人 税 額  26,391,400  

 

 



 

 

 

令和６年度 税理士試験 

法人税法 ラストスパート模試 
 

 

 

<答案用紙> 

 

 

 

 

 

 

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配付されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＡ４サイズです。 

3．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ（https://www.net-school.co.jp/）にアクセスしてください。 

4．答案の採点は、模範解答をもとに各自で行ってください。 

 

(禁無断転載) 

第
３
予
想(

答
案
用
紙) 



Ｚ－74－Ｄ ラストスパート模試 第３予想〔第一問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－1 － 

問１ 

⑴（使用人に対する給与が損金算入されない場合 

 

 

 

 

 

⑵ 使用人に対する賞与が当期において未払いであっても損金算入される場合 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－2－ 

問２ 

⑴（適用対象法人 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－3－ 

⑵ 特定同族会社の特別税率の内容（法人税法第67条第１項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－4－ 

問３ 

⑴について 

売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－5－ 

⑵①について 

 

 

 

 

 

⑵②について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵③について 

 

 

 

 

 

 

 

 

点） 



Ｚ－74－Ｄ ラストスパート模試 第３予想〔第二問〕答案用紙 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－6 － 

別表五㈠Ⅱ  資本金等の額の計算に関する明細書             （単位:円） 

区  分 
期 首 現 在 
資本金等の額 

当  期  の  増  減 差 引 翌 期 首 現 在
資 本 金 等 の 額減 増 

資 本 金 30,000,000 10,000,000 ★    40,000,000

   

   

   

差 引 合 計 額   

 

法的な解釈、計算の過程⑴                       (単位：円) 

【同族会社の判定に関する事項】 

１．同族会社の判定 

 ⑴ Ａグループ Ａ70,000＋Ｂ20,000＝90,000株  
⑴

200,000株－20,000株
＝50％ 

 ⑵  Ｃ グ ル ー プ  Ｃ 30,000 ＋ Ｅ 6,000 ＋ Ｇ ( Ｅ 妻 )6,000 ＝ 42,000 株

⑵

200,000株－20,000株
＝23.333…％ 

 ⑶ Ｄグループ Ｄ30,000＋Ｆ12,000＝42,000株  
⑶

200,000株－20,000株
＝23.333…％

 ⑷ 
⑴＋⑵＋⑶

200,000株－20,000株
★＝96.6…％＞50％  ∴ 同族会社  

２．役員等の判定…★ 

 50％超 10％超 ５％超 判 定 

Ｅ ○ ○ ○ 役 員 

Ｆ(経営従事) ○ ○ ○ みなし役員 
 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－7 － 

法的な解釈、計算の過程⑵                        (単位：円) 

【減価償却資産に関する事項その１】 

１．Ｈ建物 

 ⑴ 法定耐用年数の判定 

   転用前の法定耐用年数50年＞転用後の法定耐用年数24年 ∴ 特例（期首から転

用後） 

⑵ 償却限度額 

① 既 存  

（150,000,000－125,000,000）×0.092＝2,300,000円 

② 資本的支出（0.042＜0.092  ∴本体の取得価額に加算する方法有利★） 

5,000,000×0.092×
６

12
＝230,000円 

③ ①＋②＝2,530,000円 

 ⑶ 償却超過額  

（2,000,000＋5,000,000）－2,530,000＝4,470,000円 

２．Ｉ機械装置・本体  

 ⑴ 償却限度額 

（38,000,000－32,000,000）×0.250＝1,500,000円≧38,000,000×0.07909＝3,005,420

円 

         ∴ 2,316,200円 

 ⑵ 償却超過額  

1,000,000－1,500,000＝△500,000→０★（切捨）∴ 会社経理是認  

３．Ｉ機械装置・資本的支出  

 ⑴ 償却限度額 

(2,500,000－500,000）×0.250＝500,000円≧(2,500,000－500,000）×0.07909＝

158,180円 

   ∴ 500,000×
８

12
＝333,333円  

 ⑵ 償却超過額  

(2,500,000－500,000)－333,333＝1,666,667円 

４．Ｊ機械装置・減価償却 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－8 － 

法的な解釈、計算の過程⑶                        (単位：円) 

【減価償却資産に関する事項その２】 

６．Ｋ機械装置 

⑴ 判 定（★） 

中途解約不可、使用に伴って生ずる費用は実質的に甲社が負担  ∴ リース取引

   リース期間終了後に返還  ∴ 所有権移転外リース取引 

 ⑵ 償却限度額 

※11,520,000×
12

48
＝2,880,000円 

   ※ 240,000×48＝11,520,000円 

 ⑶ 償却超過額   

1,440,000－1,440,000＝０ ∴会社経理是認 ★ 

 

【有価証券に関する事項】 

Ｌ株式について、当期における税務上の取扱いを、その考え方を踏まえながら説明しな

さい。 

Ｌ株式 ★★ 

株価の回復可能性の判断は、各事業年度末時点において合理的な判断基準に基づいて

行うものである。 

すなわち、株価が著しく低下し、回復の見込みもないと判断して評価損を計上した翌

事業年度以降において、株価の上昇などの状況の変化があったとしても、そのような事

後的な事情は株価の回復可能性の判断に影響を及ぼすものではない。 

したがって、前期に評価損として損金算入した処理を遡って修正する必要はない。 

 

【租税公課に関する事項】 

損金経理法人税 52,500,000＋1,500,000＝54,000,000円 

損金経理納税充当金 100,000,000＋87,120,000－90,000,000＝97,120,000円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－9 － 

法的な解釈、計算の過程⑷                        (単位：円) 

【役員給与に関する事項】 

 各役員に支給した給与について、当期における税務上の取扱いを、その考え方を踏ま

えながら説明しなさい。 

⑴ Ａに支給した給与 ★★ 

   常勤役員が非常勤役員になったことにより、その役員としての地位又は職務の内

容が激変し、実質的に退職したと同様の事情にあると認められることによるもので

ある場合には、これを退職給与として取り扱うことができる。当期において、その

退職給与を支給し、過大給与がないため、全額損金算入となる。 

⑵ Ｂに支給した給与 ★★ 

  一時的に減額する理由が、企業秩序を維持して円滑な企業運営を図るため、やむを

得ず行われたものであり、処分の内容がその役員の行為に照らして社会通念上相当の

ものであると認められるときは、減額された期間においても引き続き同額の定期給与

の支給が行われたものとする。毎月25日の支給であり、過大給与がないため、全額損

金算入となる。 

⑶ Ｃに支給した給与 ★★ 

  定期給与とは、あらかじめ定められた支給基準（慣習によるものを含む。）に基づ

いて、月以下の期間を単位として規則的に反復又は継続して支給されるものをいう。

よって、Ｃに対し９月末及び３月末に支給した給与は、たとえその支給額が毎月の支

給額を基礎として算定されているものであっても、定期同額給与には該当しない。 

また、甲社は同族会社であり、事前確定届出給与に関する届出書を提出していない

ことから事前確定届出給与にも該当せず、業績連動給与にも該当しないため、その全

額が損金不算入とされる。 

 ⑷ Ｄに支給した給与★★ 

   毎月25日に同額を支給しているため、定期同額給与に該当し、過大給与がないた

め、全額損金算入となる。 

⑸ Ｅに支給した給与★★ 

毎月25日に同額を支給しているものについてはＤと同じであるが、使用人兼務役員

となれない役員であるのに使用人分賞与を支給している部分は、定期同額給与、事前

確定届出給与及び業績連動給与のいずれにも該当しないため、損金不算入となる。 

      

  



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－10 － 

法的な解釈、計算の過程⑸                        (単位：円) 

【借地権に関する事項】 

 ⑴ 会社計上の簿価 

30,000,000＋25,000,000＝55,000,00円 

⑵ 税務上の簿価 

30,000,000＋25,000,000－※15,000,000＝40,000,000円 ★ 

※ 30,000,000×
25,000,000

50,000,000
＝15,000,000円  

⑶ 過大計上 

⑵－⑴＝15,000,000円 

【企業組織再編成に関する事項その１】 

 ⑴ 適格判定 

 甲社は乙社の発行済株式の全部を継続して当期末まで保有しており、今後も継続保有

する見込みである。また、その対価は乙社株式のみである。したがって、本問現物出資

は適格現物出資に該当する。★ 

⑵ 会社計上の簿価 

46,000,000円 

 ⑶ 税務上の簿価 

   ※ １ 23,000,000 ＋ ※ 210,283,000 ＋ 30,000,000 － 14,000,000 － 25,000,000 ＝

24,283,000 円 

会社経理是認 ★ 

   ※２ 機械装置Ｏ 

① 判 定 

13,000,000×0.250＝3,250,000円≧20,000,000×0.07909＝1,581,800円  ∴



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－11 － 

法的な解釈、計算の過程⑹                       (単位：円) 

【企業組織再編成に関する事項その２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の費用に関する事項】 

交際費等 

 ⑴ 支出交際費等  

  ① 接待飲食費 

 3,526,000円 

  ② ①以外 

    150,000＋（9,862,000－3,526,000）＝6,486,000円 

  ③ ①＋②＝10,012,000円 

 ⑵ 損金算入限度額 

 ① 接待飲食費基準 

    3,526,000×50％＝1,763,000円★ 

  ② 定額控除限度額基準 

⑴＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円★ 

  ③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

 ⑶ 損金不算入額 

   ⑴－⑵＝2,012,000円 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－12 － 

所得金額の計算⑴                            (単位：円) 

 内    容 総   額 留   保 社 外 流 出 

 当期純利益 281,200,000 233,200,000    48,000,000

加

算

減 価 償 却 超 過 額 

（Ｈ 建 物） 

（Ｉ機械装置・資本的支出） 

（Ｊ 機 械 装 置） 

 

特別償却準備金積立超過額 

 

損 金 経 理 法 人 税 

損 金 経 理 地 方 法 人 税 

損 金 経 理 住 民 税 

損 金 経 理 納 税 充 当 金 

損 金 経 理 罰 科 金 等 

 

役員給与の損金不算入額 

 

交際費等の損金不算入額 

 

 

 

★   4,470,000

★   1,666,667

558,334

★   1,500,000

54,000,000

2,310,000

7,875,000

97,120,000

150,000

12,550,000

2,012,000

 

4,470,000 

1,666,667 

★    558,334 

 

1,500,000 

 

★  54,000,000 

★   2,310,000 

★   7,875,000 

★  97,120,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★    150,000

★   12,550,000

★   2,012,000

 加 算 小 計    

 

 



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－13 － 

所得金額の計算⑵                            (単位：円) 

 内    容 総   額 留   保 社 外 流 出 

減

算 

特 別 償 却 準 備 金 認 定 損 

 

納税充当金支出事業税等 

 

借 地 権 過 大 計 上 

 

乙 社 株 式 過 大 計 上 

 

 

 

12,000,000

15,480,000

15,000,000

21,717,000

★  12,000,000 

 

★   15,480,000 

 

★   15,000,000 

 

★   21,717,000 

 

 

 

 

 減 算 小 計 64,197,000 64,197,000 0

 仮    計  

   

 合 計 ・差引計・ 総 計  

   

 所 得 金 額 401,215,001 338,503,001 
※△     0

62,712,000



 

 
評  点 

受 験 地      

 
受 験 番 号      

第３予想 答案－14 － 

法人税額の計算                             (単位：円) 

内   容 金   額 法人税額の計算又は検討過程 

所 得 金 額 401,215,000
【法人税額の計算】 

 

 

 

 

【特別控除額の計算】 

 

法 人 税 額 92,425,880

特 別 控 除 額    806,400

差 引 法 人 税 額 91,619,480

留 保 金 に 対 す る 税 額 

法 人 税 額 計 91,619,480

控 除 税 額 

差引所得に対する法人税額 91,619,400

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 ★  52,500,000

差 引 確 定 法 人 税 額   39,119,400

【その他】 

資本金の額が１億円以下であり、かつ、大法人による完全支配関係なし∴ 特定同族会社

に該当しない 

留保金課税

適用なし  
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